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概 要 
2011 年から日本政府は太陽光発電や風力などの再生可能エネルギーを主力電源へと発展及
び促進させるため、固定価格買取制度（略称 FIT 制度）という補助金制度を実施している。2019
年までの 8年間の太陽光発電の急速な発展に伴って、それに伴う国費の補助金支出により、税
金面での国民負担も増大している。具体的には、2011 年に開始した FIT 制度では、買取価格が
42 円/kWh であったが、2019 年では 14 円/kWh となり、2020 年にはさらに下がるか、制度自体
が消滅する可能性もある。 
このような補助金制度の変化は、再生可能エネルギー産業の投資収益のビジネスモデルを、
FIT の補助金に依存するものから、工場や家庭の電力料金を削減することが出来る自家消費方
式に転換させるものとなる。従って、再生可能エネルギー産業へ資金を拠出する投資家にとっ
ては、自家消費型の再生可能エネルギーのプロジェクトにおいて、どのような手法が収益の最
大化に繋がるかは大きな課題となる。 
社会の大きな流れとして、自家消費電力の全てを再生可能エネルギーで賄うことを目指すグ
ローバル企業の集まりである RE100 の発足が見られるが、2018 年 6月には公的機関である日本
の環境省も参画している。このように、民間企業に限らず官公庁などの公的機関も自らの官舎
や施設での再エネ電気導入に向けた率先的な取組を行っており、その輪の広がりは、ソニー株
式会社のような大手企業の参画などでさらに広がりをみせつつある。 
本プロジェクト研究論文は、このような再生可能エネルギー産業における自家消費方式の最
適な投資収益モデルを算出するために、日本国内の沖縄、北海道、東京、九州の各電力会社の
管内において具体的なプロジェクトを想定した収益の違いをシミュレーションしている。 
結果は目的によって異なるが、発電所の発電量の大小比較の場合、東京、九州電力管内に発
電所を作ることを推奨する。電力販売先次第では、直流リンク蓄電システムは初期投資が抑え、
安定性が確保されるという特徴がある。一方、交流リンク蓄電システムは自然災害など非常時
に緊急電力供給機能をもち、更に蓄電池の金額が下ることに伴って、今後はスマートエネルギ
ーシステムにおいて、大幅に応用されることを見通している。 
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1.はじめに 
2011 年から、日本の太陽光発電市場を中心として再生可能エネルギー市場は
高い補助金 FIT【1】によって急速に発展してきたが、補助金の継続的な減少に伴い、
日本の太陽光発電市場は徐々に自家消費型発電【2】の市場に変化している。自家消
費型の再生可能エネルギー発電所の投資の手法は、従来の電力会社として主なエ
ネルギーの購入者から、工場などの電力需要家への主な購入者に変化している。
ただし、日本国内において、自家消費型の再生可能エネルギー発電所は、まだ試
験の検証段階にあるため、多くの不確実性やリスクが含まれている。 
筆者は世界各国の自家消費型再生可能エネルギー市場の発展の状況や政策を参
照し、投資家の投資利益を最大化するという観点から、日本市場の実際の状況を
組み合わせて、自家消費型の再生可能エネルギー発電所の投資方法を調査し、最
適な投資モデルを検証する。 
 
2.再生可能エネルギー市場の概要 
 2.1 再生可能エネルギーとは 
エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原
料の有効な利用の促進に関する法律（エネルギー供給構造高度化法）によれば、「再
生可能エネルギー源」とは、「太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、エ
ネルギー源として永続的に利用することができると認められるものとして政令で
定めるもの」と定義されており、政令において、太陽光・風力・水力・地熱・太
陽熱・大気中の熱その他の自然界に存する熱・バイオマスが定められている。 
太陽光・風力・地熱・中小水力・バイオマスといった再生可能エネルギーは、
温室効果ガスを排出せず、日本国内で生産できることから、エネルギー安全保障
にも寄与できる有望かつ多様で、重要な低炭素の国産エネルギー源となる。 
 
 2.2 再生可能エネルギーの重要性 
2016 年環境省温室効果ガス排出量の計算レポートによれば、2011 年福島大地震
から、温室効果ガスの排出量は増えており、特に 2013年度には歴史上最高の排出
量が判明した。こうした中、2016 年に発効したパリ協定においては、(1)世界の平
均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力を
すること、(2)そのため、できるかぎり早く世界の温室効果ガス排出量をピークア
ウトし、21 世紀後半には、温室効果ガス排出量と（森林などによる）吸収量のバ
ランスをとることなどが合意されており、パリ協定のモメンタムの中で、温室効
果ガスの排出量を削減していくことが必要となっている。再生可能エネルギーは
 
1 FIT（Feed-in Tariff）エネルギーの買い取り価格を法律で定める方式の助成制
度である。  
2 自家消費型発電：自家消費型太陽光発電とは、発電した電気を売電せず、すべ
て自分たちで消費する太陽光発電となる。売電をおこなわないため、固定価格買
取制度（FIT）に基いた事業計画認定の申請、電力会社への連携負担金も発生しな
い。 
 
 
4 
温室効果ガスを排出しないことから、パリ協定の実現に貢献することができる。 
図表１ 
（出所）環境省総合エネルギー統計、日本の温室効果ガス排出量の算定結果 
 
資源に乏しい日本は、エネルギーの供給のうち、石油や石炭、天然ガスなどの
化石燃料が８割以上を占めており、そのほとんどを海外に依存している。特に東
日本大震災後、エネルギー自給率は 10％を下回っており、エネルギー安定供給の
観点から、この改善を図っていくことが重要となる。再生可能エネルギーは日本
国産のエネルギー源であるため、エネルギー自給率の改善にも寄与することがで
きる。 
図表 2 
 
（出所）IEA Energy Balances 
平成 29年度エネルギー白書によれば、2017年度、日本国内において再生可能エ
ネルギーの割合は日本のエネルギー供給構成の全体の中に 16%となっており、ドイ
ツなど欧州の先進国と比べて、比較的に低い水準にある。2030 年度のエネルギー
ミックス（水力、火力、原子力発電など発電源が混在したもの）においては、再
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生可能エネルギー比率を 22～24%と見通しており、この水準を実現し、再生可能エ
ネルギーを主力電源としていくとある。 
 2.3 日本国内における再生可能エネルギーの課題 
資源エネルギー庁発行の「再生可能エネルギー総論」によれば、日本の電力系
統は主として大規模電源と需要地を結ぶ形で作られてきたが、従来の大規模電源
が立地している地域と再生可能エネルギー電源のポテンシャルのある地域は、必
ずしも一致しない。そのため、再生可能エネルギーを電力系統に接続する際に、
「系統に繋げない」「費用が高い」「時間がかかる」などの系統制約の問題が顕
在化している。系統の増強には多額の費用と時間が伴うため、まずは既存の系統
を最大限に活用していくことが有効となる。先進的な海外の手法を導入しながら、
系統制約の解消に向けた新しいルールづくりが始まっている。 
加えて、太陽光や風力といった一部の再生可能エネルギーは発電量が季節や天
候に左右されている。この際、需要と供給のバランスが崩れると、大規模な停電
などが発生するおそれがあり、当面は火力発電や揚水発電によって対応していく
こととなるが、電力システム全体の改革によって、広域的な調達など、より柔軟
で効率的な調整力の確保を進めていく方針となっている。【3】 
図表 3 
 
 （出所）資源エネルギー庁調べ 
 
3 資源エネルギー庁のウェブ 再生エネルギー総論
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/outline/index.ht
ml 
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世界では、再エネの発電コストは急速に低下しており、その他の電源と比べて
も、コスト競争力のある電源となってきているが、日本では、再エネの発電コス
トは低減してはいるものの、国際水準と比べれば依然として高い水準のままとな
る。 
現在、再生エネルギーを使ってつくられた電気は、2012 年に創設された「固定
価格買取制度（FIT制度）」の対象となっており、国が決めた価格で電力会社が買
い取るよう義務づけられている。その際、買取費用の一部は、電気料金を通じて
国民が広く負担している（再エネ賦課金）。2030 年度のエネルギーミックスを達成
した場合、FIT制度における買取費用の総額は年間 3.7～4 兆円程度になると考え
られている。 
ところが、2018年度時点で、買取費用の総額はすでに年間 3.1兆円程度に達し
ているため、現在の高コストのまま再エネの導入が拡大していけば、国民が負担
するコストは想定よりも増大してしまうおそれがある。日本で再エネ大量導入を
実現するためには、このコストの問題を避けて通ることはできない。 
現在、日本で導入されている再エネは、太陽光発電にかたよっており、バラン
スのとれた再エネの導入を進めていく必要があるが、再エネ事業者には小規模事
業者も多く、将来、設備の刷新が必要となった場合などに、再投資がとどこおる
といったことも起こり得るのではないかと懸念されている。 
また、長期的視野という観点からは、発電事業を終了した場合に設備の廃棄は
きちんと行われるかといった点についても、地元住民の懸念の声が聞かれる。日
本の電力系統は、これまで主として大規模な電源、つまり従来の電力会社が設置
した大量の電力を生み出す発電所と、需要地を結ぶ形でつくられてきたが、その
一方で、従来の大規模な電源が立地している地域と、再エネで大量の電気を持続
的につくることができる可能性の高い地域、つまり「再エネ電源」の立地ポテン
シャルのある地域は、必ずしも一致しない。そのため、再エネの大量導入を進め
る中で、いわゆる「系統制約」が顕在化しつつある。たとえば、再エネ電源の立
地と既存の電力系統が遠く離れていることから、それらをつなぐために、新しい
電力系統を建設したり電力系統を増設したりすることが必要になる場合があるが、
新しい系統の建設にかかるコストは非常に高く、再エネを電力系統に受け入れる
コストの増大につながってしまう。 
太陽光や風力など一部の再エネは発電量が季節や天候に左右され、コントロー
ルが困難となる。条件に恵まれれば、電力需要以上に発電する場合もあり、その
ままにしておくと需要と供給のバランスがくずれ、大規模な停電などが発生する
おそれがある。再エネを大量導入し主力電源化していくためには、不安定な発電
量をカバーすることのできる別の電源、つまり適切な「調整力」の確保が不可欠
となるため、この調整力の確保も、再エネの導入コストを増やすことになる。【4】 
 
 
4 資源エネルギー庁のウェブ 再エネの主力電源化を実現するために 
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/outline/index.h
tml 
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2.4 太陽光発電所のメイン構成 
日本太陽光発電協会が発表している図表３の公共・産業用（10kW 以上）システ
ム構成例をもとに、太陽光発電所のメインとなる構成を説明すると、以下の通り
となる。 
①太陽電池アレイ 
②太陽電池モジュール：太陽電池は、太陽の光エネルギーを吸収して直接電気に
変えるエネルギー変換素子。シリコンなどの半導体で作られており、この半導体
に光が当たると、日射強度に比例して発電する。 
③太陽電池架台：太陽電池モジュールを設置する構造物。陸上にあり、金属の場
合が多く、水上発電所においてプラスチックの場合が多い。 
④接続箱：太陽電池モジュールの出力ケーブルをまとめて 2 本ケーブルでパワー
コンディショナと接続する箱である。セントラルパワコンとパッケージで使われ
ている場合が多い。 
⑤パワーコンディショナー：パワーコンディショナーとは、パネルからの直流の
電気を交流の電気に変換し、家庭用や工場用の電子機器や設備などで利用できる
ようにするための精密設備。日常の余った電力を蓄電池へ充電し、電力会社への
売電などに適したタイミングをみて、電力会社の系統に対して安定した出力を整
える役割を持っている。 
⑥高圧受電設備：日本の基準において、太陽光発電所の規模によって、低圧発電
所、高圧発電所と特別高圧発電所を三つのクラスに区分されている。 
l 低圧発電所：出力電力 50kW 未満、連系電圧 202Vや 101V低圧連系の一般用電
気工作物。 
l 高圧発電所：出力電力 50kW～2000kW間に連系電圧 420Vや 440Vが多い高圧連
系の電気工作物。 
l 特別高圧発電所：出力電力 2000kW以上大規模特別高圧連系の電気工作物。 
⑦監視装置：太陽光発電所の運行状況と発電所の環境状況のデータを収集し、監
視サーバーに関連データをアップし、遠隔的に制御やメンテナンスできる装置。 
⑧気温計と日射計：発電所の周辺の気温および日射量を計測できる設備。 
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図表 4 
 
（出所）日本太陽光発電協会 公共・産業用（10kW 以上）システム構成例 
http://www.jpea.gr.jp/setting/building/configuration/index.html 
 
3 海外における再生可能エネルギーの発電状況 
3.1 ドイツでの再生可能エネルギー市場状況 
ドイツをはじめとする欧州は、エネルギーシステムの分散化とエネルギーサー
ビスのワンストップ化が世界で最も進んでいると言われている地域のひとつであ
る。 
ドイツの「再生可能エネルギー法」（2017）は一連の新規定を発表したが、そ
の中の相当部分は、実務上重要な意義を持っている。最も重要な新しいルールは
入札方式を採用して、再生可能エネルギーの売電価格を決定する手法をとりいれ
たことだ。新しい法案は、需要家の自家消費型の電力消費やコミュニティなどの
分散型電力供給業者に機会を提供している。実際に関連法規の導入は再生可能エ
ネルギー市場の主体に対して新しい選択肢とビジネスチャンスが発生することを
意味する。「再生可能エネルギー法」（2017）の最も重要な変化は、再生可能エネ
ルギー補助金の価格設定は国から補助金の価格を決めることから、競争入札モデ
ルで変換し、風力、太陽光、バイオマスなどの補助金決定に変更した。また、新
しい規定では入札免除対象の手続きについても、さまざまな特例が規定されてい
る。これらの規定は特に市場シェア率が小さく、入札競争に参加したくない小企
業にとって大きな意義がある。太陽光発電所の連系容量が 750kW 未満の太陽光発
電所と風力発電所の売電補助金はそれまでの規定（サポートタイプ）に従い続け
ている。 
Arbeitsgemeinschaft  Energiebilanzen e.V. (エネルギー収支作業部会) によ
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れば、近年、ドイツは積極的にエネルギー供給構成の変換を推進し、再生可能エ
ネルギーを急速に発展しており、2050 年までに再生可能エネルギー発電量の割合
を 80％までに増やすことが提案されている。 ドイツは 2022 年までに国内すべて
の原子力発電所を停止する計画であり、ドイツの連合政府も同様に、遅くとも 2038
年までにすべての石炭火力発電所を停止すると主張している。 
2019年上半期、太陽光発電設備容量は 2,020 MWであり、勢いが強い。再生可能
エネルギー、特に太陽エネルギーは 2040 年前にドイツ国内の電力不足の問題が解
消する最も効果的な方法であり、風力発電よりも、太陽光発電の電力調達性が速
く、設置条件が柔軟性があり、発電コストが低いため、人気がある。ドイツの年
間電力消費量は 2018年の 530TWから 2040 年の 880TWに増加する見込みで、2030
年までに、ドイツの太陽光発電設備容量は 162GW に達する必要があり、原子力発
電と石炭火力発電所の撤退の空白を埋めるために使用される。2040 年までに、国
内の太陽光設備設置容量は 250 GWまで増加することが予測されている。太陽光発
電の不安定性は、より大きなエネルギー貯蔵ソリューションが必要であることを
意味し、関連する研究によると、2040 年までに、ドイツ国内では現在の 30倍のエ
ネルギー蓄電池の容量が必要となり、現在の 1.9GWから 59GWまで増加すると予測
されている。また、2040 年までに、ドイツの大規模な太陽光発電所の発電量は
15.7GWから 126.7GWに増加し、約 91GWの自家消費型の産業用太陽光発電所の設置
が必要となり、住宅用太陽光発電所の設置量も現在の 6.6 GW から 35GW に増加す
る。太陽光発電はドイツにおいて、重要なエネルギー源になり、エネルギー供給
構成の構築に重要な役割を果たす。 
欧州各国は、再生可能エネルギーの導入に関して非常に意欲的な目標を掲げて
いる。EUは、2030 年までに温室効果ガスの排出量を 1990 年比で 40％削減する目
標を掲げており、EU各国でも再生可能エネルギーの導入促進に向けた各種政策が
実施されている。 
特にドイツでは、電気料金の上昇や太陽光発電システムの価格低下に伴い、家
庭部門では、電力会社から電気を購入するよりも家庭に太陽光システムを設置し
て自家消費したほうが電気料金が安くなる「グリッド・パリティ」にすでに到達
しているともいわれている。グリッド・パリティに達すると、太陽光発電を設置
して自家消費することが経済的に成り立つため、太陽光発電の拡大が一気に進む
こととなり、その点ではドイツは、エネルギーシステムの分散化が世界に先駆け
て進みつつある国ということができる。【5】 
 
 3.2 米国での再生可能エネルギー市場状況 
世界の有害ガス排出量の中で米国は第三位で、中国とインドに次ぐ。再生可能
エネルギーの発展のボトルネック問題を解決するために、米国政府は一連のエネ
ルギー戦略と政策を打ち出した。米国は世界で最初にエネルギー安全保障戦略を
制定した国であり、エネルギー安全戦略には四つの基本原則が含まれている。省
 
5 Pv-magazine（2019年 09月） 【2040 年的德国 太阳能将走向何方？】 
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エネ、メカニズムの整備、柔軟な財政支援及び再生可能エネルギーの最大限の利
用が必要となり、米国が「パリ協定」から離脱しても、環境保護問題に対するア
メリカの社会の姿勢を変えていなかった。毎年開かれる定例会議では、米国の超
百万都市の州知事と市長は「再生可能エネルギーの大規模な発展、特に風力発電
と太陽光発電の発展を続けたい」継続する意向を示している。 
IEA（International Energy Agency：国際エネルギー機関）によれば、2008
年から 2017 年までの 10 年間、米国の再生可能エネルギーの発展は目覚しく、特
に太陽光発電分野ではその傾向は著しい。2008年、米国において太陽光発電の市
場シェアは 0.05%（18万世帯に電力を供給できる）だったが、2012 年の太陽光発
電の電力供給能力は 100万世帯に達した。しかし、2017年末までに太陽光発電量
は総発電量の 2%以上に達し、700 万米国の一般家庭に電力を供給できるようにな
った。2018年第 1四半期末には、太陽光発電の電力の供給能力は 1,000万人に増
加する。2008 年以降、米国の太陽光発電は、2000GW から 2017 年には約 80000GW
まで 39倍に増加した。【6】 
2019 年上半期に公開された公共事業規模の太陽光発電プロジェクトの容量は
11.2 GWまで急増し、第 2四半期だけで 6.2GWを達成した。さらに、住宅用太陽光
発電市場も昨年同期から回復した。SEIA 総裁兼最高経営責任者の Abigail Ross 
Hopper氏は、米国の公共事業の太陽光発電容量は、2019年の第 3四半期に「太陽
光発電コストの持続的な低下に伴い、太陽光発電技術は公共事業、企業、家庭用
電気コストの中に最優先な選択にともなって、蓄電システムプロジェクトの急増
も珍しくない」と述べている。しかし、継続的には推進しており、太陽光発電は
米国において、2030 年までエネルギー構成の 20%になる見込み。ただし、太陽光
発電所の投資の中に、税金控除政策（InvestmentTax. Credit：ITC）のような支
援政策はこの目標を実現できるかどうか極めて重要となる。 
「US Solar Market Insight Report」報告書によると、複数の公共事業会社が
大規模太陽光発電を購入したことに加えて、スターバックス、マイクロソフトな
どの企業が太陽光発電の電力購入に関する取引を発表されている。実際、企業の
太陽光発電調達容量は 2019年に発表された新設公共事業規模の太陽光発電の 17%
を占めている。 
また、同報告書では Wood Mackenzie コンサルティング会社のコンサルタント
Colin Smithは「ますます多くの企業が 100％再生可能エネルギーを使用すること
を確約するにつれて、企業のグリーン電力の購入により、2019年から 2024年まで
の新しい事業規模の容量 20％以上が増加すると予想されます。」と言った。「都市、
各州、公共事業企業はすでに再生可能エネルギー計画とゼロ炭素公約を実施して
います。グリーン電力の購入への熱意が見え始めており、クォータシステム（RPS）
も短期から中期にそのようなグリーン電力の購入を促進することが期待されてい
ます。」という発言も紹介されており、米国における太陽光発電の発展を物語って
いる。同報告によると、2019年に発表された公共事業規模のプロジェクトの 55％
 
6 国際ネルギー機関【Report IEA-PVPS T1-31:2017 SNAPSHOT2016】 
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が低いコストの太陽光発電の低価格競争の結果であるとされ、最近契約された電
力購入契約の価格は MWhあたり 18〜35 ドルである。 
第 2四半期には、1GWの公共事業規模の太陽光発電容量が系統に接続され、総
設置容量 2.1GWのほぼ半分を占めた。 住宅用太陽光発電はいくつかの州で広まっ
ており、系統接続容量の四半期成長率は 3％、年間成長率は 8％となる。主な市場
での政策転換と送電線接続容量の問題に制約され、非住宅用市場（産業および商
業、非営利、およびコミュニティを含む）での太陽光発電設置容量はこの四半期
に減少した。 
米国カリフォルニア州は近年、米国の太陽光発電のリーダーとして知られてい
る。この州の太陽光発電は全国の太陽光発電の総増加容量の 43%を占め、これは主
に州政府が実施した「ミリオンソーラールーフプラン」のおかげだ。米国の他の
州もカリフォルニア州に従って太陽光発電を発展させている。例えば、アリゾナ
州（太陽光発電の設置量は 2008年の 35GWから 2017年の 6498GWまで増加しまし
た。）、ノースカロライナ州（7GW から 5783GW まで増加。）、テキサス州（7GW から
2814GWまで増加しました。）、ジョージア州（1 GWから 2364GWまで増加。）とユタ
州（0から 2262GWに増加）。米国の太陽光発電業界の急速な発展は主に各州政府の
補助金政策を得ており、特に屋上に太陽電池パネルを設置する住宅主と中小企業
は強力な財政支援を受けている。 
2018年にカリフォルニア州は、同州の再生可能エネルギー・ポートフォリオ基
準（RPS）を改正し、再生可能エネルギー導入目標を 2045年までに 100%とした。
2018年 11月の中間選挙と同時に実施された州知事選においては、コロラド州やイ
リノイ州、ネバダ州などで 100%再生可能エネルギーを支持する民主党系の州知事
が当選しており、カリフォルニア州に続く動きが活発化していくと考えられる。
意欲的な再生可能エネルギー導入目標を設定した州では、蓄電池を計画的に導入
する取組みを始めており、再生可能エネルギーの導入に積極的な州においては同
様の取組みが拡大していくものと考えられる。 
また、エネルギーの蓄電装置は、電力システムにおける再生可能エネルギーの
シェア率の増加を促進し、太陽光発電の電力供給に不安定要素の変動性の影響を
小さくし、悪天候条件や技術トラブルによる太陽光発電量の減少状況において、
消費者にエネルギーを提供し、高いエネルギー源供給の安定性を向上させる。 再
生可能エネルギーを貯蔵する方法は数多くあるが、最も一般的なものはリチウム
イオン電池で、低コストでリチウムイオン電池には高いエネルギー、循環寿命が
長い、環境保護などの著しい優位性を備えている。電力システムでは、電力供給
の中断などの緊急事態による停電を防ぐため、電力蓄電システムの貯蔵容量は最
大 100MWまでに達し、停電中、10kW負荷の家庭に数時間の電力を供給することが
できる 。 
それで、再生可能エネルギーの蓄電技術は、再生可能エネルギーの大規模な利
用開発に必要な手段である。例えば、米国の電力蓄電容量は 2008年の 42MWhから
2017年の708MWhに増加した。専門家は2020年までに、米国の電力貯蔵容量は1.7GW
に増加すると予測している。米軍は再生可能エネルギーの利用に高い支持を与え、
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住宅、オフィスビル、病院、トレーニングセンター、野外キャンプなどの軍事基
地にエネルギーを提供するために、再生可能エネルギー利用に基づくスマートエ
ネルギー調達システムを開発している。このシステムから出る電力の 3 分の 1 は
軍隊に使用され、数千個のディーゼル発電所に取って代わっている。2020 年まで
にスマートエネルギー調達システムは 4.3GWに達し、過去 10 年間の再生可能エネ
ルギーの積極的な発展は米国でのエネルギー消費総量の 20%の割合を占めるに至
った。ノースダコタ州はトップ 10 の「リーダー」の 1位であり、2017年の再生可
能エネルギーの割合は総エネルギー消費の 58%を占めており、アイオワ州では 43%
で、オクラホマ州は 41%。再生可能エネルギーの年間成長率が 14%に達すると、米
国は 2035年までに 100%の再生可能エネルギー供給を実現する。 
続いて 、民間企業による再エネ調達の動きも継続して活発化になると見込ま
れる。米・Microsoftや米・Facebookなど米国の 100 社以上の企業が加盟する米・
Renewable Energy Buyers Alliance（REBA）は、2025年までに計 60GWの再生可能
エネルギー・システムから電力を購入する目標を掲げており、2013～2018年 8月
までに 13GW 超の再生可能エネルギーを調達している。目標達成に向けでは 2019
～2025年までの 7年間に約 6.5GW/年の再生可能エネルギー電力の PPA締結が必要
とされており、民間企業が再エネを調達するための太陽光発電及び風力発電分野
において増加していくと考えられる。【7】 
 
3.3 中国での再生可能エネルギー市場状況 
国際ネルギー機関【Report IEA-PVPS T1-31:2017 SNAPSHOT2016】によれば、2013
年から設備設置容量は急速に増加しており、2016 年には、34GWの新規太陽光発電
所が導入され、全国の累積設備容量は 77 GWに達した。3年連続で増設量が世界第
1 位となり、ドイツを初めて超えて、世界最大の太陽光発電設置の国になった。 
2017年 7月、中国エネルギー局は、「再生可能エネルギー開発のための「第 13次
5 カ年計画」の実施に関する指導意見」を発表し、2017〜2020 年の太陽光発電産
業の発展に関するガイダンスを提供した。メガソーラープロジェクトは 20〜23GW
の平均年間設置容量を維持し、分散型プロジェクトは事前登録制度を採用し、指
標の制約を受けない。 さらに、北京、上海、および天津など 7つの県のメガソー
ラー発電所、無制限の分散型太陽光発電、村レベルの貧困緩和発電所は 20 -23GW
の設置容量の中に含まれていない。 
政策の強力な支援と技術の持続的な進歩の環境で、中国の太陽光発電は急速な
発展を遂げており、設備容量が年々増加し、2007年の 0.02GWから 2017年の 53.06 
GW に引き上げられた。2017 年末までに、中国の太陽光発電の累計設備容量は
130.25GW に達し、総発電量に割合は 1.49%を占めている。設置容量はすでに前倒
しで国家初の「第 13次 5カ年計画」目標を達成したが、2018年 6月 1 日に国家発
展改革委員会、財政部、国家エネルギー局が共同で「2018年光伏発電関連事項に
関する通知」（業界略称は「531新政」）を発表し、直接、地上メガソーラー発電所
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を停止し、分布型太陽光発電規模を制御し、補助金を低下させ、新規太陽光発設
備容量が大幅に減少し、2018年に中国で新規設備容量はわずか 44.26 GWで前年比
で同 16.58%減少した。 
2018年の導入量世界 1位の中国では、フィードイン・タリフ（FIT）や分散型電
源向けの補助金の減額が決定されているが、インセンティブを不要とするグリッ
ドパリティ市場への転換が進んでいくと考えられる。2018 年には、新規導入量
（44GW）の 45%を分散型が占めており、2019 年も分散型の導入量が成長するもの
と考えられる。 
中国国家発展改革委員会（NDRC）は、中・国家能源局（NEA）と連名で「風力発
電、太陽光発電の補助金を利用しないグリッドパリティに関する行動の促進に関
する通知」（発改能源【2019】19号）を 2019年 1月 9日に公布し、補助金を受け
ない風力発電、太陽光発電プロジェクトの開発を奨励することを表明した。日射
条件などが良好で、建設コストが低く、投資や市場環境が良好な地域は、すでに
火力発電に対するグリッドパリティの実現条件を備えていることが背景にある。 
中長期的に見ると、太陽光発電を中心としたグリーンエネルギーは引き続きエ
ネルギー構造調整の焦点方向であり、国も徐々にグリーンエネルギーを支援する
政策を打ち出しており、電力販売側の段階的な改革、グリーン認証メカニズム、
グリーンエネルギーの割当制管理などを含み、これらはいずれも中短期間で光伏
市場の回復とさらなる発展を促進する。中長期においては、国内の再生可能エネ
ルギー技術及び送電網の市場化体制など継続的な進歩によって、再生可能エネル
ギー業界の長期的発展な原動力となる。 
また、蓄電システムは太陽光発電の変動を抑え、発電調達の出力を計画的に追
跡し、発電の需要量をタイムシフトする役割を持っている。太陽光発電所と蓄電
システムの共同応用はすでにグローバルなエネルギー貯蔵が発展する上で重要な
要素となっている。海外の太陽光発電と蓄電システムで構成された再生可能エネ
ルギー発電は、多様な用途を実現するが、中国においてはまだ技術検証段階であ
る。 
2018年末までに、中国において稼働中の太陽光蓄電システムのプロジェクトの
累計設備規模は 259.6MW に達し、中国のエネルギーの蓄電システムの総規模の
25.7%を占めている。2018年の太陽光発電の蓄電システムのプロジェクトの規模は
2017 年に比べて 41.4%増加し、同時に太陽光発電所に蓄電システムを追加するこ
とによる価値をさらに認め、さらに太陽光発電の蓄電プロジェクトを展開の規模
が増大した。 
中国の太陽光蓄電システムはアプリケーションモードによって、集中型太陽光
蓄電システムと分散型太陽光蓄電システムに分けられる。集中型太陽光蓄電シス
テムは主にメガ太陽光発電所との組み合わせであり、電力のピークシフトは計画
的に出力を追跡し、系統変動の抑えなどの機能を提供する。分散型の太陽光発電
蓄電システムの応用場面は比較的多様で、インフラが未整備なエリアでの電力供
給、商工業電力供給の蓄電システム、島のオフグリッドの蓄電システムなどを含
み、主に電気料金が節約のための自家消費型、需要のレスパンスに応じ、太陽光
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の自産自消レベルを向上させ、ケーブルの敷設/ディーゼル発電を減らすことなど
に使われている。【8】 
 
4.自家消費型太陽光発電所への影響要素 
 4.1 太陽光発電パネルの種類と設置場所の自然環境諸要素 
太陽電池パネルは、太陽光を吸収することにより、光電効果または光化学効果
により太陽放射を直接または間接的に電気エネルギーに変換するモジュールであ
る。 メイン原材料はシリコンとなり、昔は高価だったが、近年、大幅に値下がり
している。普通の電池や充電式バッテリーと比べて、太陽電池パネルは環境にや
さしく環境に優しいグリーン製品であり、主な種類は以下の通りとなり、それぞ
れの特徴を説明していく。 
① 結晶シリコンパネル：単結晶シリコン太陽電池、多結晶シリコン太陽電池 
② アモルファスシリコンパネル：多元系化合物太陽電池、有機太陽電池 
③ 化学色素パネル：色素増感太陽電池 
④ フレキシブル有機薄膜太陽電池 
単結晶シリコン太陽電池の光電変換効率は約 18%、最高は 24%に達している。こ
れはすべての種類の太陽電池の中で光電変換効率が一番高いが、製作コストも他
の種類より高く、まだ大量に使われている種類ではない。単結晶シリコンは、一
般的にスチールガラスと防水樹脂でカプセル化されているため、耐久性があり、
最長 25年の耐用年数がある。 
多結晶シリコンの製造プロセスは単結晶シリコン太陽電池の製造プロセスと似
ているが、多結晶シリコン太陽電池の光電変換効率ははるかに低く、光電変換効
率は約 16％となる。生産コストの面では、単結晶シリコン太陽電池よりも安価で
あり、材料は製造が簡単で、消費電力を節約し、総生産コストは低いため、広く
使われている種類である。さらに、多結晶シリコン太陽電池の寿命は、単結晶シ
リコン太陽電池の寿命よりも短くなっており、性能と価格の面では、単結晶シリ
コン太陽電池の方がわずかに優れていると言って良い。 
アモルファスシリコン太陽電池は、1976 年に発明された新しい薄膜太陽電池で
ある。単結晶シリコンおよび多結晶シリコン太陽電池とはまったく異なり、プロ
セスが大幅に簡素化され、シリコン材料の消費量が少なく、消費電力が低くなる。
主な利点は、弱い光条件でも発電できることだが、アモルファスシリコン太陽電
池の主な問題は、光電変換効率が低く、国際先進レベルが約 10％であり、しかも
安定しておらず、時間が経つにつれて変換効率が減衰する。 
多元系化合物太陽電池とは、単一元素の半導体材料で作られていない太陽電池
を指す。さまざまな国で多くの種類の研究があるが、そのほとんどは工業化され
ていない。具体的に存在する多成分太陽電池の種類は、硫化カドミウム太陽電池、
ヒ化ガリウム太陽電池、銅セレン化インジウム太陽電池（新しいマルチバンドギ
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ャップ勾配 Cu（In、Ga） Se2薄膜太陽電池）Cu（In、Ga）Se2 は、優れた性能を
備えた太陽光吸収材料の一種となり、勾配エネルギーバンドギャップを備えた多
層半導体材料を備えているため、太陽光吸収スペクトル範囲を拡大し、光電変換
効率を向上させることができる。 これに基づいて、シリコン薄膜太陽電池よりも
光電変換効率が著しく向上した薄膜太陽電池を設計することができる。 光電変換
率は 18％に達成です。また、このような薄膜太陽電池は、光放射による性能劣化
効果（SWE）を持つことは発見されておらず、その光電変換効率は市販の薄膜太陽
電池パネルよりも約 50％-75％改善されています。これは、薄膜太陽電池における
光電変換効率の世界最高レベルである。 
フレキシブル有機薄膜太陽電池は従来の太陽電池に対して区別されている。従
来の太陽電池は EVA 素材と 2 層のガラスの中間にあるセルシートで構成されてい
るが、このようなコンポーネントは重量があり、取り付けにブラケットが必要で、
移動が簡単ではない。フレキシブル薄膜太陽電池は、ガラス背面板とカバー板を
使用する必要がなく、重さは二重ガラス太陽電池モジュールよりも 80％軽くなる。
PVC 背面板と ETFEフィルムカバーを使用したフレキシブルバッテリーピースは、
均等に曲げることができ、持ち運びに便利で、取り付けには特別なブラケットは
必要ない。これは屋根やテントの上部に簡単に取り付けることができるが、欠点
は、光電の変換効率が従来の結晶シリコン部品の変換効率よりも低いである。 
 
l 日射量 
日射量とは、太陽光からの放射照度を測定し、単位は kW/m2 や W/m2 で、太陽か
ら受ける日射エネルギーの量となる。日射量の種類を区分され、直達日射量、散
乱日射量、全天日射量をメイン種類となる。 
直達日射量とは、理想的状況で、太陽光の日射範囲のみでの日射量を測定した
ものが、直達日射量となる。 
散乱日射量とは、全天空のうち、このような太陽の光球以外の範囲からの日射
量を測定したものが、散乱日射量となる。 
全天日射量とは、全天空からの日射量を測定したものが、全天日射量である。
直達日射量(水平面での値に換算したもの)と散乱日射量の和に等しい。 
太陽光発電所の発電量は設置場所の年間平均全天日射量に正比列し、一番肝心
な要素となっている。国的機関 NEDOという国立研究開発法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構は、日本全国における過去数十年の日射量データを蓄積し、日
射量のデータベースを作成しており、無料で日射量データをウェブサイト
（http://app0.infoc.nedo.go.jp/）で公開している。一般的な 1年間の全日日射量に
基づいて、代表的な時期である夏と冬両方の日射データを考えることにより、平
均日射量を計算することが主要な手法の一つとなっており、夏場の日射量データ
を例にして、NEDOの夏場の日射量分布図から、夏に発電量が多いエリアを特定す
ることができる。 
例えば、8月の日本の日射量図では、中部から沖縄までの全日日射量が比較的高
くて、東北エリアの日射量が弱くなり、北海道の日射量が一番低いことが分かる。 
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図表 5 
（出所） NEDO 【夏 8月の月平均全天日射量】 
初期段階で、発電所の設置場所を選定できれば、日射量が多いエリアを優先
的に投資することが可能となり、これは自然環境の優位性を考慮すると重要視し
なければいけない観点となる。 
 
l 気温 
太陽電池は日射量によって温度が 60～80℃にも達することがあるが、太陽電池
では一定以上の温度を超えると、太陽電池の出力が規定値より減少する事象が発
生する。これは高温において禁制帯幅（シリコンでは 1.2eV）が減少することで出
力電圧が低下するためである。エネルギーギャップの大きいアモルファスシリコ
ンや一部化合物系の太陽電池では電圧低下の影響が少ないため、モジュールが高
温になる地域では有利になる。一方、高温になると光吸収係数が大きくなること
で電流が増加する効果も発生するが、結晶シリコンでは通常この効果は小さい。
このほか、上部に２枚以上の偏光板を回転させて日光量を調節し温度抑制あるい
は出力調整をする方法がある。 
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図表 6 
 
      （出所） JINKO パネルの特徴紹介 
標準のパネルの特徴図（図表 6）から、環境温度が低くなる場合、Voc（パネル
の開放電圧）が高くなり、パワコン側との接続部分が高電圧を耐える要求があり、
環境温度が高くなる場合、Voc（パネルの開放電圧）が激減し、パネルの出力も下
がることになる。理想的な稼働温度は、一般的には 25℃を推奨しているが、パネ
ルの出力電圧（Voc）は環境の最低気温に正比列するため、冬場は-25℃以上とな
る。なお、パネルの出力電流（Isc）は、環境の最高気温に正比列するため、夏場
は 40℃以下を推奨する。また、温度が低いエリア（－25℃）は、積雪の日が長く
て、太陽光のパネルは環境温度と日射量の影響で規定の出力レベルより低くなる
ため、－25℃以上のエリアに発電所を投資することを推奨する。 
 
4.2 30 分単位での契約電気料金 
電力小売事業を行うにあたっては、スイッチング支援システムを介さず、一般
送配電気事業者から小売電気事業者へ30分単位の電力消費データを直接データ提
供する方法がある。委託契約している小売電気事業者へ対し、需要地点ごとに 30
分毎の電力量を事業者へ提供するシステムとなるが、提供するタイミングとして
は、特高・高圧においては、30分以内、低圧においては 60分以内となる。データ
の内容は、特高・高圧・低圧ともに、同一で 30分単位の電力量となっている。な
お、電気料金を確定するために、電気事業者から小売事業者へ確定使用量を通知
することとなるが、その際には、根拠となる使用量や計器取替情報、月中の電気
料金の移動情報を通知する。 
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図表 7 
 
 （出所） Looop でんきの見える化 
図表 8 
  
 （出所） 四国電力株式会社 契約電力の決定方法について 
 
4.3 蓄電池の容量計算モデル 
蓄電池を設置する場合には、DCリンクと ACリンクの 2つの種類が存在する。DC
リンクは、補助金がピークカットされた電力の貯蓄を行い、売電時間を延長する
ことができる蓄電方式である。 
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図表 9 
 
 （出所） Sungrow DC リンク蓄電ソリューション  
ACリンクは、非常時の電力の供給と系統安定性の向上を目的とした方式で、売
電することができなかった電力を容量いっぱいになるまで、単純に蓄電し続ける
方式である。 
図表 10 
 
 （出所） Sungrow AC リンク蓄電ソリューション  
 
4.4 災害時の電力供給の自立運転機能 
分散型電源は、非常時に使用することができなくなる商業用電力系統と切り離
して電力を送電することができるシステムであり、停電時の非常電源などに使用
されている。自立運転機能とは、再生可能エネルギーの発電所のパワーコンディ
ショナーという発電機が電力会社からの電力送電網に依存せず停電時にパワーコ
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ンディショナーが自立及び継続的に住宅や工場などのコミュニティーに電力供給
する機能である。 
自立運転機能の実現方法には二つのパターンがある： 
住宅用:パワーコンディショナーが自立運転機能をつけて、非常時に負荷が低い
照明やラジオなどの電力が供給できる。 
商業用:交流側に蓄電システムをつけて、非常時に蓄電池から電力を供給しなが
ら、再生可能エネルギーのシステムに単独運転機能を作動させない、継続に設置
られた工場や病院などに電力供給する。ただし、自立運転機能の運転時間が交流
側の蓄電池の容量に制限られている。 
 
図表 11 
 
 （出所） Sungrow AC リンク蓄電ソリューション  
 
5.太陽光発電所の発電量シミュレーションおよび収益性評価 
5.1 産業用太陽光発電所メインパターンの紹介 
ü 全量買取発電所 
2012 年に FIT 補助金制度が導入されて以来、日本は世界で最も高い 42円/kWh
の買電価格を設定した。投資収益が高くなることから、再生可能エネルギー産業
に資金が集まり、中でも、設置が容易で、水力などと比べて比較的わかりやすい
構造の太陽光発電市場に投資家が集中した。再生可能エネルギー産業の発展に伴
って、国民の税負担は増加し、多くの不満を引き起こした。2011 年に開始した FIT
制度では、買取価格が 42円/kWhであったが、2019年では 14 円/kWhとなり、2020
年にはさらに下がるか、制度自体が消滅する可能性もある。 
日本の太陽光発電産業が発展した要因としては、買取の高価格とあわせて、電
力の全量買い取りも大きな要素ではあるが、本論文での研究主体とは異なるので、
今回は調査対象から除外した。 
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図表 12 
（出所） Sungrow DC リンクソリューション 
 
ü DC リンク蓄電ソリューション 
DCリンクソリューションは全量買取発電所の構成に似ている。主な違いは、DC
リンクソリューションがDC側に蓄電池システムを接続して余剰太陽光のエネルギ
ーを貯蔵しているという点である。主な目的は、投資家の利益を増やすことで、
ピークカットされた電力を貯蔵し、売電時間を延長することが可能となることで、
売電収益を高めることができる。 
DCリンクソリューションは、全量買電システムと自家消費型システムの 2 つの
パターンに分けることができる。違いは、前者は売電時間を延長し、売電量が増
えることによって、電力会社からもらう FIT 補助金が増えることで、後者は蓄電
時間を増やすことで電気料金の費用負担を減らすことである。DCリンクソリュー
ションは 2016 年から始まったもので、主な駆動要素となる重要な設備と製品の価
格は明らかに下落している。例えばリチウム電池、太陽電池パネル及び架台の価
格が大幅に下がっている。設置コストとなる地価は大幅に変化していないため、
2019年現在でも存在している高い売電価格となる、32円/ kWhでは、投資家は 20％
以上のリターンを得ることができる。 
その次に国の政策の影響です。2017年 11月前に、申請済みの太陽光発電案件の
FIT価格の範囲は 24 円/kWh~42円/kWhなので、太陽光電池パネルの追加と蓄電シ
ステムの導入などを明確に禁止せず、物理的には無制限での設置が可能であった。
そのため、DCリンクの蓄電ソリューションが急速に発展した。 
2017年 11月以降、制度変更が発生し、太陽光パネルの一度の設置変更量をパネ
ル容量の±3%制限し、直流側に太陽光発電のパネルと蓄電システムを追加するこ
とで、無制限に収益を得ることを抑制した。 
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図表 13 
 
 （出所）Sungrow DC リンク蓄電ソリューション 
 
ü AC リンク蓄電ソリューション 
ACリンクソリューションは交流側に蓄電システムを追加するもので、主な目
的は電力需要ピークカット、電力供給のバランスの調整と、緊急時に停電事故が
発生した場合、自立運転状態で継続的な電力供給を確保することとなる。ACリン
クは近い未来の自家消費に適応する重要な部分であり、スマートシティおよび VPP
（バーチャルパワープラント）などの応用では不可欠なシステムとなる。 
ACリンクソリューションが登場する主な要因は FIT価格が 14 円/KWh以下を下
回ったため、投資家が単純な全量売電で太陽光発電所の投資収益を得ることから、
自家消費型太陽光発電所での電力料金の節約で収益を得ることに転換したことに
よる。同時に RE100、分散電源化及び電力自由化の影響により AC リンクソリュー
ションの急速な発展が加速されている。 
 
図表 14 
 
（出所） Sungrow AC リンク蓄電ソリューション 
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FIT の補助金下落によって、投資収益が削減され、この下落は 14 円からさらに
削減されることが予想されている。下落がもたらす結果として、電気料金が高い
ことによって、工場やコンビニなどの大口電力消費機関が電気料金の節約を行っ
たり、グリーン電力支援の SDGs効果、省エネ補助金などを獲得していくことが予
測される。 
5.2 自家消費型の太陽光発電所の発電量のシミュレーション評価 
直流側に同じ数の太陽光パネルを設置し、パワコンの数および蓄電システム機
能によって、北海道電力から沖縄電力まで四つの電力会社の管内において自家消
費型の太陽光発電量をシミュレーションする。 
再生可能エネルギー業界で知名度の高いシミュレーションソフト「Pvsyst」を
使って、四つの仮想太陽光発電所の年間発電量をシミュレーションし、結果を考
査する。 
シミューレーションの条件の詳細： 
l パネル：Jinko solar  
型番 ：JKM 370M-72-V、単結晶； 
l 太陽光パワコン:Sungrow 
型番：SG49K5J、分散型； 
l 蓄電池：Samsung SDI 
型番：Mega M2F, 3.68V/94Ah、リチウム電池； 
l EMS：Sungrow 
型番：EMS200； 
l DCコンバーター：Sungrow  
型番：SD150-B、150kW； 
l 双方向蓄電パワコン：Sungrow   
型番：SC50HV、 50kW 
 
Ø シミューレーションのシステム構成： 
 1、DCリンク蓄電ソリューション 
図表15 
 
 （出所） Sungrow DCリンク蓄電ソリューション 
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2、詳細な構成 
図表16 
 
3、発電所の年間発電量データ 
図表17 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 システム容量 単位 
パネル容量 146.52kW 396（枚） 
太陽光パワコン 50kW 1（台） 
蓄電池容量 274kWh 1（セット） 
接続箱 16入力回路 2台 
DCコンバーター 200kW 1台 
BCP・EMSシステム  1台 
FIT補助金 14円/kWh  - 
平均電気料金（買電） 17円/kWh - 
項目 年間発電量（kWh） 20年間発電量
（kWh） 
北海道電力 180900 3618000 
東京電力 189800 3796000 
九州電力 193600 3872000 
沖縄電力 197000 3940000 
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4、発電所単位で1年間発電量のシミューレーション結果 
l 北海道電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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l 東京電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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l 九州電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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l 沖縄電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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1、ACリンクソリューションの年間発電量のシミュレーション 
図表18 
 
 （出所） Sungrow AC リンク蓄電ソリューション  
 
 
2、詳細な構成 
図表19 
 
3、発電所の年間発電量データ 
図表20 
 
 
 
項目 システム容量 単位 
パネル容量 146.52kW 396（枚） 
太陽光パワコン 50kW 2 （台） 
蓄電池容量 150kWh 1 （セット） 
双方向蓄電パワコン 50kW 1 （台） 
BCP  1 （台） 
FIT補助金 14円/kWh  - 
平均電気料金（買電） 17円/kWh - 
項目 年間発電量（kWh） 25年間発電量
（kWh） 
北海道電力 180900 4522500 
東京電力 189800 4745000 
九州電力 193600 4840000 
沖縄電力 197000 4925000 
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4、発電所単位で1年間発電量のシミューレーション結果 
l 北海道電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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l 東京電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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l 九州電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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l 沖縄電力管内年間発電量のシミュレーションレポート： 
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5.3発電所の収益性の評価方法 
n 固定価格買取制度 
 
年間の発電量*FIT単価-年間メンテナンス費用 
実質利回り＝―――――――――――――――――――――――*100% 
総投資 
 
年間の発電量*FIT単価 
表面利回り＝――――――――――――――――――*100% 
総投資 
 
n DCリンク自家消費型のシステム収益性計算公式 
 
     年間発電量＜需要家の電気消費量（シナリオ想定） 
 
年間の発電量*電気料金 kWh-年間メンテナンス費用 
実質利回り＝―――――――――――――――――――――――――*100% 
総投資 
 
年間の発電量*電気料金単価 
表面利回り＝――――――――――――――――――――――――――*100% 
総投資 
 
n ACリンク自家消費型のシステム収益性計算公式 
 
     年間発電量＜需要家の電気消費量（シナリオ想定） 
 
年間の発電量*電気料金/kWh-年間メンテナンス費用 
実質利回り＝―――――――――――――――――――――――――――*100% 
総投資 
 
 
年間の発電量*電気料金単価 
表面利回り＝――――――――――――――――――――――――――*100% 
総投資 
 
定義： 
初期投資：発電所を立ち上げる前に、物理的に必要な土地、設備、部材などのコ
ストである。例えば、土地代、パワコン、蓄電池、パネル、架台、ケ
ーブル、工事費および調整費などを言う。 
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FIT単価：Feed-in-tariffの頭文字の省略語で、【固定価格買取制度】と言われ
ている。日本において、太陽光や風力などの再生可能エネルギー発電
電力に向けの助成政策で、毎年、国から固定買収価格を定められて、
電力会社に買取義務づけられたの制度。この制度は2012年に作られて、
2017年 4月から改正されている。最初、2012 年の買取価格が 42円/kWh
から 2019年 14 円/kWhに下げている。2030 年までに FIT単価 7円/kWh
という目標を目指している。買取期間は 20 年間になる。 
 
電気料金：需要家は電力会社との消費電気の価格と言われている。 
 
需要家の電気消費量：電力量 30分データから、日、月および年間需要家の消費の
能力と言われている。 
年間メンテナンス費用：発電所が継続運転するため、設備の定期点検、発電所の
状況の 1年間メンテナンスなどの諸費用である。 
 
u 発電所の収益率の計算の全体計算費用の仮設定： 
図表21  単位：円 
（出所）資源エネルギー庁の【電源種別（太陽光・風力） のコスト動向等について】 
 
n 固定価格買取制度 
20 年間での固定売電期間にて、14 円/kWhの Fit価格で 20 年間利益率および表
面利回りを計算する 
 
図表22  単位：円 
 
年間売電利益        
北海道電力管内の表面利回り＝―――――――――*100％＝9.07％           
総投資         
項目 初期投資費用 連系コスト 20年間メンテナン
ス費用 
総投資 
固定価格買取制度 25,930,000 1,000,000 1,000,000 27,930,000 
DCリンク自家消費型 25,930,000 0 1,000,000 26,930,000 
ACリンク自家消費型 22,000,000 0 1,000,000 23,000,000 
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 20年間の売電収益 
北海道電力管内 180900 ¥2,532,600 ¥50,652,000 
東京電力管内 189800 ¥2,657,200 ¥53,144,000 
九州電力管内 193600 ¥2,710,400 ¥54,208,000 
沖縄電力管内 197000 ¥2,758,000 ¥55,160,000 
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年間売電総利益-年間メンテナンス費用    
北海道電力の実質利回り＝―――――――――――――――――*100％＝8.89% 
総投資           
 
上記に同じ公式で、下記に計算結果をまとめられている。 
 
図表23  
 
n DCリンク自家消費型 
25年間の中で工場や家庭などの需要家に電力供給し、電力会社から 18 円/kWhの
電気料金を削減する主旨で、構築したDCリンク自家消費型太陽光システムである。  
 
図表24  
 
 
年間売電利益        
北海道電力管内の表面利回り＝―――――――――*100％＝11.66％           
総投資        
   
年間売電総利益-年間メンテナンス費用     
北海道電力の実質利回り＝―――――――――――――――――*100％＝11.52% 
総投資            
 
上記に同じ公式で、下記に計算結果をまとめている。 
 
 
 
 
項目 FIT式直流表面利回り FIT式直流実質利回り 
北海道電力管内 9.07% 8.89% 
東京電力管内 9.51% 9.33% 
九州電力管内 9.70% 9.53% 
沖縄電力管内 9.87% 9.70% 
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 25年間の売電収益 
北海道電力管内 180900 ¥3,256,200 ¥81,405,000 
東京電力管内 189800 ¥3,416,400 ¥85,410,000 
九州電力管内 193600 ¥3,484,800 ¥87,120,000 
沖縄電力管内 197000 ¥3,546,000 ¥88,650,000 
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図表25 
 
n ACリンク自家消費型 
25年間で工場や家庭などの需要家に電力供給し、非常時に電力供給機能を付き、
電力会社からの 18 円/kWhの電気料金を削減する主旨で、構築した ACリンク自家
消費型太陽光システムである。  
 
図表26 
 
1 年間売電利益        
北海道電力管内の表面利回り＝―――――――――*100％＝14.16％           
総投資         
   
年間売電総利益-年間メンテナンス費用     
北海道電力の実質利回り＝―――――――――――――――――*100％＝13.98% 
総投資            
 
上記に同じ公式で、下記に計算結果をまとめられている。 
 
図表27 
 
 
項目 直流型自家消費型表面利回り 直流型自家消費型実質利回り 
北海道電力管内 11.66% 11.52% 
東京電力管内 12.23% 12.09% 
九州電力管内 12.48% 12.33% 
沖縄電力管内 12.70% 12.55% 
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 25年間の売電収益 
北海道電力管内 180900 ¥3,256,200 ¥81,405,000 
東京電力管内 189800 ¥3,416,400 ¥85,410,000 
九州電力管内 193600 ¥3,484,800 ¥87,120,000 
沖縄電力管内 197000 ¥3,546,000 ¥88,650,000 
項目 交流自家消費型表面利回り 交流自家消費型実質利回り 
北海道電力管内 14.16% 13.98% 
東京電力管内 14.85% 14.68% 
九州電力管内 15.15% 14.98% 
沖縄電力管内 15.42% 15.24% 
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6.結論： 
6.1 各自家消費型の太陽光発電所の特徴の解析 
本論文では、5にてシミュレーションした結果をもとに、DC リンク全量売電発
電所、DC リンクの自家消費型発電所、AC リンクの自家消費型発電所の 3 パター
ンの発電所の構成、応用シナリオを中心に結論を出していく。 
具体的には、3 パターンの自家消費型発電所の応用場面を想定した上で、発電所
の実際の需要家の状況に応じて、各自家消費型の発電所のメリットとデメリット、
潜在的なリスクなどを分析していく。投資家はこの 3 パターンの自家消費型発電
所の特徴を深く理解し、再生可能エネルギーの専門家でなくても、今後再生可能
エネルギー改革の中心となる自家消費型太陽光発電所に関する投資について、参
考指標とすることができるだろう。本論文によって、投資家が現実的な条件に基
づき、最終需要家のニーズを満たしたうえで、最適なソリューションを選定し、
潜在的なリスクの影響を抑え、自家消費型の太陽光発電所への投資利益を高める
ことを実現する。 
 
l DCリンク全量売電発電所 
まず、DCリンク全量売電発電所で、その収益率と収益性に最も大きな影響を与
える要因は FIT価格である。FIT価格の高低が、直接的に DCリンク全量売電発電
所の収益率を決定ためであり、現在の DCリンクは、従来の太陽光発電の発電所と
新規太陽光発電の発電所に分割されている。2019年、新規発電所の FIT価格は 14
円で、2020 年には 13 円前後に下がると予測されているが、このような発電所は初
期コストが高く、利益率が比較的低くなる。従来の案件（未連系案件や中古連系
済みの案件）では、FIT価格が 20円/kWh以上で、利益率は比較的高くなるが、こ
のような案件は非常に人気がありなかなか見つからない。 
しかしながら、新規案件が 14 円/kWhになっても、全量売電の電気太陽光発電所
なので、一旦、連携すれば、電力会社は倒産のリスクが比較的小さいため、実質
的に 20 年間の固定売電時期を確定することができ、安定した売電利益が確保する
ことができる。 
全量売電太陽発電所は、高い過積載率、広大な土地、大容量の蓄電池を採用す
る傾向があり、それによって電力会社への売電時間を伸ばし、売電収益を高めて、
太陽発電パネルからピークカットされた電力を抑え、太陽発電システムの利用効
率を向上させることが重要となる。 
DCリンク全量売電の太陽光発電所の弱点と言えば、初期投資が高いことがあげ
られる。系統連系費用の圧縮、発電時間延長、安価で広大な土地、大量のパネル、
高い容量の蓄電池を事前に確保することが必要となり、FIT価格が低くなった場合、
新規 DCリンク全量売電システムは魅力を失って、主要な太陽光発電のソリューシ
ョンとはならないだろう。 
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l DCリンク自家消費型 
2019年の FIT価格は 14 円/kWhとなり、今後、さらなる下落もしくは消滅が予
測されている。現在、日本法人向けの平均電気料金は約 18 円/kWh程度で、電力消
費量が高い需要家にとって、太陽発電など再生可能エネルギーの発電所から電力
を使って既存の電力料金と相殺し、毎月の電気費用を抑えることができる。また、
電力使用のピーク時に自家消費モードで電気費用を低減できる効果も高いだろう。
同様に自家消費型の太陽光発電所のため、全量売電発電所の 20 年間の固定売電期
間制限がなくなり、全体投資効果としては、全量売電発電所より投資利益率が高
いと考えられる。 
蓄電池は DC 側を直接に接続するため、日射量の急激な変動によるグリッド浮遊
などの影響が軽減され、グリッドの安定性を高めることができるという利点があ
る。特に北海道電力、九州電力、東北電力管内などでは系統の変動に対して±1%
～±2%の範囲内の基準を定めているため、さらに良い効果が期待できる。 
ただし、DCリンク自家消費太陽光発電のモデルでは、多くの太陽光発電パネル
を設定する必要があり、これには比較的大きな土地面積が必要となるため、電池
の配置が必要な容量が大きくなり、DCリンク自家消費型発電所の初期投資コスト
が高くなる傾向となる。従って、初期投資コストの回収をすることができるかど
うかという点において、懸念点が残る。また、台風や地震などの自然災害で停電
になった場合、太陽光発電設備は安全上の原因で単独運転防止機能が動作するこ
とによって、発電停止の状態になる場合がある。今後、DCリンク自家消費型シス
テムを選定する際に、自立運転機能があるかどうか、非常に重要なポイントとし
て、注目されている。 
 
l AC リンク自家消費型太陽光発電所 
ACリンク自家消費型の太陽光発電ソリューションは、将来の日本市場において、
主要な再生可能エネルギーの供給ソリューションである。富士経済の調査報告書
（自家消費型太陽光発電システム国内市場）によると、自家消費型の太陽光発電
ソリューションは、2030 年までに 7,694億円の市場規模となるとされている。 
AC連系点の交流側で、双方向蓄電パワコンと蓄電池にて構成されたシステムを
平行し、太陽光発電パワコンからの余剰発電量を蓄電池の中に貯めて、日射量不
足による太陽光パワコンの発電量が足りない時に、負荷の電力需要を確保するた
め、太陽光パワコンと共同にて出力し、ピーク電力需要時、電力需要量を満たす
ことが可能となる。同時に電力会社との最大使用電力量契約に対して、ACリンク
自家消費型需要で、電力会社と締結した最大電力使用量の契約を抑え、基本的な
電気料金を削減できるようになる。FIT価格の下落により、政府は、投資家が再生
可能エネルギー産業へ投資することを引き続き推奨するために、多くの補助金制
度を実施している。また、再生可能エネルギーを推進している中小企業に対して
は節税措置を取って、自家消費型再生可能エネルギーの発展に多様な対策で支援
している。 
ACリンク自家消費型太陽光発電ソリューションは、主に既存の建物や工場の屋
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根に太陽光パネルと蓄電システムを追加する形が多い。現実的に土地面積の制限
によって、太陽光パネルの設置可能数、蓄電池の容量に対して、柔軟に対応可能
であり、投資家の需要に応じて、自家消費型をカスタマイズすることを完全に満
たすことができる。  
また、平成 30 年の北海道胆振東部地震により、北海道電力管内では 43 時間て
いどの大規模停電が発生した。その停電によって、ローカルの商工業が大きな経
済的損失を受けた。また、2019年台風 15号により千葉県などで大規模停電が発生
した。政府は今後非常時に停電による大きな損失を抑えるため、自立運転機能を
付け ACリンク自家消費型蓄電システムの導入を積極的に支援し、数多くの補助金
制度を打ち出している。例えば、【平成 31 年度地域の防災・減災と低炭素化を同
時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業】などがある。 
以上のような要因や動向をもとにすると、AC リンク自家消費型市場は今後大い
に発展することが予想される。 
図表 28 
 
(出所）2019 年富士経済の調査報告書【自家消費型太陽光発電シム国内市場】 
図表 29 単位：円「自家消費型発電所のパターンごとのメリット・デメリット」著者作成 
 
 
 
 全体投資 FIT価格/ 
KWh 
電気料金 
/ KWh 
売電期間 売電対象 収益の安定性 自立運転 
DCリンク 
全量売電 
27,930,000 14 円 ― 20 年間 電力会
社 
安定 無し 
DCリンク 
自家消費
型 
26,930,000 ― 18 円 25年
（最長） 
需要家 不安定 両方 
ACリング 
自家消費
型 
23,000,000 ― 18 円 25年
（最長） 
需要家 不安定 ある 
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6.2 規模による自家消費型の収益性の設定基準 
投資家の立場として、自家消費型の案件を選定する時に、収益性を高める発電
所を優先投資することとなるが、実際のノウハウを覚えることが非常に重要であ
る。 
l 設置場所 
5.3で同じ条件で北海道電力管内から沖縄電力管内まで、4つの発電所の発電量
のシミュレーションをもとにすると、北海道電力管内の発電所の発電量は比較的
九州電力管内の発電所の発電量より低く、投資家にとって、売電収益性も大きな
差がある。 
図表 30 
同じ初期投資コストの場合、北海道電力管内をできるだけ避けて、東京電力お
よび中部電力管内の自家消費型発電所を優先的に考えることとなる。その理由は、
北海道の気温の低さ、積雪の多さ、冬の日射量の低さは、発電所の発電量に大き
なマイナス要因となるためである。 
 
l 電力需要家の近い発電所優先 
自家消費型太陽光発電所にとって、最も重要なことは、安定して長期的に電気
を買うことができる顧客がいることである。自家消費型発電所は FIT 補助金に依
存していないため、すべての収益はお客様に販売される電気量から得られる。自
家消費型太陽光発電所に投資する場合は、近隣コミュニティーの電力需要が高い
場所で自家消費型発電所を選択することが重要である。自家消費型の発電所で発
生した電気量が安定して販売されないと、余った電気量が無駄となり、投資家の
収益に悪影響を与える。 
日本は国土が狭く、平らな土地が少ない。法律上、農地は太陽光発電所の建設
に使えない制限もある。太陽光発電所は広い土地やスペースを必要とするが、太
陽光発電を設置する際に不可欠な土地を確保するためには、工場の屋根、土地購
入、借地権用地などの方法があるが、それぞれのメリット・デメリットを整理す
る。 
 
l 発電所の設置場所の選定 
工場の屋根：工場の屋根に太陽光発電所を設置し、工場の空きスペースを最大
限に活用し、自家消費発電所の初期土地投資コストを節約し、太陽光発電所の電
力を工場が直接購入できるようにする。これにより投資家の安定収益率を保証す
ることができる。欠点として、工場の屋根の一般的なスペースは比較的制限され、
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 
北海道電力管内 180900 ¥3,256,200 
東京電力管内 189800 ¥3,416,400 
九州電力管内 193600 ¥3,484,800 
沖縄電力管内 197000 ¥3,546,000 
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設置された太陽光発電パネルの容量はあまり大きくなく、自家消費型発電所の発
電量も比較的小さく、収益率は比較的低いことがあげられる。  
土地の購入：電力需要家の必要な電力需要量に応じて、自家消費型の太陽光発
電所の構成を柔軟に調整でき、初期投資コストと収益性を両方バランスを取るこ
とができる。一方、土地の購入によって発電所の初期投資コストが増加し、毎年
の固定資産税も必要となり、自家消費型太陽光発電所の運営固定コストが増える。 
借地権用地：電力需要家の住所と電力需要量のニーズに応じて、適当な土地を
かりて、発電所の容量と土地面積のバランスを取って、柔軟な発電所の構成設計
を行う。借地権用地のため、固定資産税を支払う必要はなく、発電所の初期投資
を抑えることができる。一方、このような土地は比較的希少であり見つけにくい。 
 
l 大容量ソーラーパネルの選定 
自家消費型の発電所連系の申込申請が承認されると、太陽光発電所の土地面積
を変更することはできない。限られた土地では、自家消費型発電所の投資家の収
益を高めていく方法がいくつかあり、以下に方法を列挙する。 
①同じサイズのソーラーパネルで、大きな出力容量を持つソーラーパネルを選定
する。現在の業界では、大容量ソーラーパネルはすでに 400Wを超えている。 
②単結晶ソーラーパネルまたは多結晶ソーラーパネルを選択する。この 2 種類の
パネルは最も一般的で、より多くのメーカーであり、コストが比較的安く、製品
の代替性がより便利となる。 
③同等の容量、同じ材質の電池パネルは、できるだけ変換効率の高いソーラーパ
ネルを選択する。 
⑤ 北海道などの雪に覆われた地域では、発電量が増える両面パネルを使用する。 
⑥ 20 年間のアフターサービスがあるため、知名度があるソーラーパネルメーカ
ーの製品を使用する。 
 
6.3 自家消費型太陽光発電の未来 
Ø VPP（Virtual Power Plant 仮想発電所）アプリケーション 
自家消費型太陽光発電所は日本では主に VPP 電力供給システムに多く使われる
ことを予測する。なぜなら、エネルギー貯蔵蓄電池の価格が急速に下がり、また
ソーラーパネルやパワコンなどの太陽光発電設備の価格もどんどん下がることに
よって、自家消費型太陽光発電システムの初期投資が大幅に抑えることが可能と
なるからだ。そして、自家消費型太陽光発電システムからの電力料金は電力会社
から購入した電気料金よりはるかに安く、自家消費型太陽光発電システムの応用
を加速することが可能となる。 
また、日本では電力自由化の改革の実施により、企業も自社所有の太陽光発電
所を建設し、自由な電力取引を構築できる資格があり、新電力会社を設立するこ
とができる。 
従来の電力会社の集中的な電力供給システムを変更し、徐々に分散型電源供給
システムに転換している。このため、経済産業省は VPP とスマートシティの研究
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を加速させ、太陽光や風力などの再生可能エネルギー発電システムに基づく分散
型電力供給システムの実現を期待している。 
 
Ø マイクログリッド応用 
前述のように電力システムは徐々に分散電源方式に変化し、太陽光、風力エネ
ルギー、バイオマスエネルギーなどの再生可能エネルギーの発展に伴って、マイ
クログリッドも応用方向の一つになっている。マイクログリッドとは指定エリア
に様々な再生可能エネルギー源を統合して電力供給を行い、需要量によって電力
調達を統合し、送電網の安定性を維持できるグリッドと言われている。 
マイクログリッドは地域の電力供給システムの一部として、台風、地震などの
自然災害によって電力会社から電力供給の障害で停電した場合、マイクログリッ
ドは自立運転機能が作動し、コミュニティへ緊急電源を供給し、停電による経済
損失を減らすことが実現できる。 
 
Ø オフグリッドアプリケーション 
多くの離島は電力網がなく、太陽光、風力、蓄電池を使ってオフグリッド電力
供給システムを構成し、24 時間の電力供給という目的を実現している。太陽光発
電、風力発電、蓄電池はこのような応用案の中に最も理想的な電力供給ソリュー
ションの一つとなる。しかし、このような島は比較的多くないため、具体的な市
場価値はまだ不明だ。 
最後に、再生可能エネルギー発電技術、送電技術、IOT などの IT技術の発展に
伴い、自家消費型太陽光発電所も大きく変化するが、電力供給の安定性を高め、
投資家の投資収益率を確保すれば、自家消費型太陽光発電所の投資は大きな魅力
がある産業であることは間違いない。 
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